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（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第212回国会において本特別委員会に付託された法律案はなかった。 

また、本特別委員会付託の請願２種類２件は、いずれも保留とした。 

 

〔国政調査〕 

第211回国会閉会後の８月３日、令和５年梅雨前線による大雨に係る被害状況等の実情調

査のため、秋田県に委員派遣を行った。 

第211回国会閉会後の８月17日、前記委員派遣について、派遣委員から報告を聴取した。

また、令和５年梅雨前線による大雨に係る被害状況等について、谷内閣府特命担当大臣（防

災担当大臣）から報告を聴取した後、質疑を行い、令和５年梅雨前線等による水害を踏ま

えた中小河川における今後の治水対策、防災・減災、国土強靱化の推進に当たっての災害

対応の担い手である建設産業への配慮、防災・減災、国土強靱化関連予算の確保を含む治

水関連予算の拡充、過疎地域の実情に合わせた被災者生活再建支援制度の適用要件と支援

内容の見直し、被災した農地等の土砂搬出を速やかに行うことができる体制作りの検討の

必要性、被災した小石原焼の窯元と原鶴温泉の宿泊施設に対して活用可能な支援策の内容、

土砂災害の危険箇所に設置された太陽光発電施設に関する防災対策の推進の必要性、特別

史跡からの土砂流出がもたらした民家の被害に対する文化庁の災害復旧支援の考え方、被

災農家の離農防止につながる取組を平時から推進することに対する防災担当大臣の見解、

近年の災害の激甚化に合わせた激甚災害の指定基準の緩和と財政支援の拡充の必要性、罹

災証明書に係る利便性向上に資するクラウド型被災者支援システムの一層の普及促進、被

災者に対する各種支援制度の一本化などの抜本的な見直しに関する防災担当大臣の見解、

災害復旧時のマンパワーを確保するための防災士やボランティアの育成等に関する取組、

行政・ＮＰＯ団体・住民等の調整役となる災害中間支援組織の育成強化に関する取組、流

域治水対策の基本となるハザードマップの精度向上のための財政支援の必要性、浸水想定

区域に災害拠点病院の移転を計画する地方公共団体に対する国の支援の在り方、急激な気

候変動による水害対策の遅れが顕在化する中での効果的な再度災害対策の推進、農村等の

維持のために農地等の災害復旧における農業者負担の軽減を図る必要性などの諸問題が取



り上げられた。 

11月17日、質疑を行い、資材価格高騰等を踏まえた令和５年度補正予算の編成について

の考え方、国土強靱化実施中期計画策定に向けた取組状況及びスケジュール、積雪寒冷地

における建設業の時間外労働上限規制の緩和の必要性、北海道開発局等における災害対応

に資する人員確保の必要性、関東大震災時の朝鮮人等殺害に係る文書の法的位置付け、関

東大震災時の朝鮮人等殺害に係る事実関係、南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検

討会等における情報公開の必要性、南海トラフ地震臨時情報に関する住民の理解の現状、

災害時における国の地方公共団体に対する指示権及びその運用の在り方、防災分野におけ

る個人情報の取扱いに対する政府の見解、避難生活者に対する衛生環境等の確保策、宅地

擁壁等の危険度調査の現状及び防災対策、避難所外避難者の支援を推進する必要性、避難

所運営に係るボランティア人材の育成に向けた取組、被災したＪＲ米坂線の早期復旧に向

けた支援の必要性、鉄道事業に係る更なる予算確保の必要性、木造応急仮設住宅の積極的

な活用に向けた取組の推進、災害ケースマネジメントの取組における課題、平成28年熊本

地震及び令和５年梅雨前線による大雨被害からの復興状況、遠賀川の治水に係る基本的考

え方及び流域治水推進の必要性などの諸問題が取り上げられた。 

（２）委員会経過

○令和５年８月17日(木)（第211回国会閉会後第１回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

派遣委員から報告を聴いた。 

令和５年梅雨前線による大雨に係る被害状況等に関する件について谷内閣府特命担当大臣から報

告を聴いた。 

治水関連予算の確保に関する件、被災者生活再建支援制度の適用要件の緩和に関する件、太陽光発

電施設に係る防災対策に関する件、特別史跡からの土砂流入被害に関する件、罹災証明書の交付に

係るデジタル技術の活用促進に関する件、被災者に対する各種支援制度の一本化に関する件、ハ

ザードマップの精度向上のための財政支援に関する件、農地等の災害復旧における農業者負担に関

する件等について谷国務大臣及び政府参考人に対し質疑を行った。 

〔質疑者〕 

足立敏之君（自民）、古庄玄知君（自民）、野田国義君（立憲）、下野六太君（公明）、塩田博

昭君（公明）、柴田巧君（維新）、嘉田由紀子君（民主）、仁比聡平君（共産） 

 -------------------------------------------------------------------------------------- 

○令和５年10月20日(金)（第１回） 

特別委員長を選任した後、理事を選任した。 

○令和５年11月15日(水)（第２回） 

理事の補欠選任を行った。 

○令和５年11月17日(金)（第３回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

防災・減災、国土強靱化の推進に関する件、災害対応に資する人員確保に関する件、関東大震災時

の朝鮮人等殺害に係る事実関係に関する件、災害時における国と地方との関係に関する件、災害関

連死の防止等に関する件、被災したローカル鉄道に対する支援に関する件、木造応急仮設住宅の活



用に関する件、流域治水の推進に関する件等について松村国務大臣、堀井内閣府副大臣、こやり国

土交通大臣政務官、政府参考人及び国立国会図書館当局に対し質疑を行った。 

 〔質疑者〕 

足立敏之君（自民）、岩本剛人君（自民）、杉尾秀哉君（立憲）、宮崎勝君（公明）、松野明美

君（維新）、芳賀道也君（民主）、仁比聡平君（共産）、大島九州男君（れ新） 

○令和５年12月13日(水)（第４回） 

請願第546号外１件を審査した。 

災害対策樹立に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

閉会中における委員派遣については委員長に一任することに決定した。 

 

委員派遣  

○令和５年８月３日(木) 

令和５年梅雨前線による大雨に係る被害状況等の実情調査 

 〔派遣地〕 

秋田県 

〔派遣委員〕 

三浦信祐君（公明）、足立敏之君（自民）、大野 正君（自民）、野田国義君（立憲）、下野六

太君（公明）、青島健太君（維新）、嘉田由紀子君（民主）、仁比聡平君（共産） 


